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流山市地域包括支援センターの職員に係る基準等を定める条例（案）及び解説  

条例（案） 解説  

（趣旨）  

第１条  この条例は、介護保険法（平成９年法律第

１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４６

第４項の規定に基づき市が定める地域包括支援セ

ンターの職員に係る基準及び当該職員の員数に関

する基準並びに当該職員の員数以外の事項を定め

るものとする。  

本条例の制定の趣旨を規定したものです。  

本条例は、介護保険法の委任を受けて地域包括支

援センターに従事する職員の職種、人数その他必要

な事項を定めるものであることを規定しました。  

地域包括支援センターは、介護保険法等の一部を

改正する法律（平成１７年法律第７７号）による介

護保険法の改正により市町村又は市町村から包括的

支援事業の実施の委託を受けた者が設置できるもの

として創設された施設です。  

 地域包括支援センターは、保健師、主任介護支援

専門員（主任ケアマネジャー）及び社会福祉士とい

った専門職が介護予防プランの手伝い、介護に関す

る相談、成年後見や虐待防止などの高齢者の権利を

守る取り組みなど、様々な形で地域の高齢者の生活

を支える業務をします。流山市では、現在、北部、

中部、東部及び南部の４地区に設置しています。  

（定義）  

第２条  この条例で使用する用語の意義は、特に定

める場合を除き、法及び介護保険法施行規則（平

成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」とい

う。）において使用する用語の例による。  

本条例で使用する用語の定義を規定しています。

本条例を規定する元となっている介護保険法及び介

護保険法施行規則と整合を図るようにしています。  

  国は、市が本条例を定めるに当たっての基準を省

令で示しています。当該基準と条例で定める内容と

が異なることに対する許容の範囲は、次のように決

まっています。  

（１）参酌すべき基準 市が十分に参酌した結果と

してであれば、地域の実情に応じて異なる内容

を定めることが許容される。  

（２）従うべき基準  条例の内容は必ず適合しなけ

ればならない基準であり、当該基準に従う範囲

内において地域の実情に応じた内容を定めるこ

とは許容されるが、異なる内容を定めることは

許されない。 

（基本方針）  

第３条  地域包括支援センターは、次条第１項各号

に掲げる職員が協働して包括的支援事業を実施す

ることにより、各被保険者の心身の状況、その置

かれている環境等に応じて、介護給付等対象サー

ビスその他の保健医療サービス又は福祉サービス、

権利擁護のための必要な援助等を利用できるよう

に導き、各被保険者が可能な限り、住み慣れた地

域において自立した日常生活を営むことができる

ようにしなければならない。  

本条は、地域包括支援センターの職員に係る基準

及び当該職員の員数以外の事項として、事業の実施

及び施設の運営において遵守すべき基本的な方針を

定めるものです。（参酌すべき基準）  

２  地域包括支援センターは、地域包括支援センタ

ー運営協議会の意見を踏まえて、適切、公正かつ

中立な運営を確保しなければならない。  

地域包括支援センター運営協議会は、指定居宅サ

ービス事業者等又はこれらの者に係る団体の代表者、

居宅サービス等の利用者又は介護保険の被保険者の 
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 代表者、地域住民の権利擁護を行い又は相談に応ず

る団体等の代表者、地域における保健、医療又は福

祉に関する学識経験を有する者等のうち、地域の実

情を勘案して市町村が適当と認める者により構成さ

れ、地域包括支援センターの適切、公正及び中立な

運営を確保することを目的として、市町村が設置す

る組織です。 

（職員に係る基準及び当該職員の員数に関する基

準） 

第４条  一の地域包括支援センターが担当する区域

における第１号被保険者の数がおおむね３，０００

人以上６，０００人未満ごとに置くべき専らその

職務に従事する常勤の職員の員数は、原則として

次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定

めるとおりとする。  

人員の配置については、第１号被保険者数が

３，０００以上６，０００人未満ごとに保健師、社

会福祉士及び主任介護支援専門員（以下「保健 師

等」という。）を各１名配置することを目安とする

こととしています。また、保健師等の確保が困難で

ある等の事情により、この人員によりがたい場合に

は、これらに準ずる者として、以下に掲げる者を配

置することもできることとしています。（従うべき

基準） 

（１）保健師その他これに準ずる者  １人  （１）保健師に準ずる者として、地域ケア、地域保

健等に関する経験のある看護師（准看護師を除

く。） 

（２）社会福祉士その他これに準ずる者  １人  （２）社会福祉士に準ずる者として、福祉事務所の

現業員等の業務経験が５年以上又は介護支援専

門員の業務経験が３年以上あり、かつ、高齢者

の保健福祉に関する相談援助業務に３年以上従

事した経験を有する者  

（３）主任介護支援専門員その他これに準ずる者  

１人  

（３）主任介護支援専門員に準ずる者として、都道

府県が主催するケアマネジメントリーダーの養

成に係る研修を修了し、介護支援専門員として

の実務経験を有し、かつ、介護支援専門員の相

談対応や地域の介護支援専門員への支援等に関

する知識及び能力を有している者  

附  則  

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。  

 本条例を定めることを委任する法律の条文は、平

成２６年４月１日から施行されています。ただし、

同日から１年を超えない期間においては、市の条例

が定まるまでは、省令で定める基準を市の基準とみ

なす経過措置がされていることから、この経過措置

を利用し、平成２７年４月１日を本条例の施行日と

しています。 
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